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実施計画とＳＤＧｓの該当理由書

柱Ⅰ 住民参画の推進と協働による行政運営

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（１）－１

まちづくりパー

トナーや諮問機

関等における多

様な住民参画の

推進

柱Ⅰ-（１）-１における年齢や性別にとらわれない多様な住民参画を

推進する取り組みは、ジェンダー平等の実現を目指す取り組みと同

様の内容となっています。

柱Ⅰ-（１）-１における多様な住民参画を推進する取り組みは、広く

住民意見を集め、町政へ反映する機会を確保し、不公平・不平等のな

いまちづくりを目指す目標につながります。

柱Ⅰ-（１）-１では、多様な住民参画を推進する取り組みがあります

が、様々な住民意見を町政へ反映することは、誰一人取り残さない住

み続けられるまちづくりを目指す目標につながります。

柱Ⅰ-（１）-１では、多様な住民参画を推進する取り組みがあります

が、年齢や性別、ライフスタイルに寄らない多様な住民の声を集める

ことは、同じ立場で平等に話し合い、平和で公正な社会を実現する目

標につながります。

柱Ⅰ-（１）-１では、多様な住民参画を推進する取り組みがあります

が、年齢や性別、ライフスタイルに寄らない多様な住民の声を集め、

町政への反映を図ることは、多様な主体との協力関係を築き目標の

達成を目指す取り組みと同様の内容となっています。

（１）－２

町民意識調査や

各課調査、各種説

明会等の実施に

よる住民ニーズ

の収集

柱Ⅰ-（１）-２における効率的な住民ニーズの把握に努める取り組み

は、持続可能なまちづくりへの貢献に寄与することから、住み続けら

れるまちづくりを目指す目標につながります。

（２）－１

協働に対する職

員のスキルアッ

プ

柱Ⅰ-（２）-１における協働のまちづくりに向けた職員のスキルアッ

プを図る取り組みは、行政と多様な主体との協働によるまちづくり

を推進することから、持続可能で住み続けられるまちづくりを目指

す目標につながります。

柱Ⅰ-（２）-１における協働のまちづくりに向けた職員のスキルアッ

プを図る取り組みは、多様な主体との協力関係を築き目標の達成を

目指す取り組みと同様の内容となっています。
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柱Ⅰ 住民参画の推進と協働による行政運営

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（２）－２

住民活動団体や

ＮＰＯ、地域コミ

ュニティ組織、地

域運営組織等の

活動支援

柱Ⅰ-（２）-２では、地域における団体や組織等の活動を支援する取

り組みがありますが、行政と地域が共に作用し合う自主・自立のまち

づくりを構築することは、持続可能で住み続けられるまちづくりを

目指す目標につながります。

柱Ⅰ-（２）-２では、地域における団体や組織等の活動を支援する取

り組みがありますが、多様な主体との協力関係を築き目標の達成を

目指す取り組みと同様の内容となっています。

（３）－１

民間委託、指定管

理者制度の活用

促進や新たな官

民連携手法の検

討

柱Ⅰ-（３）-１における民間活力を活用する取り組みは、地域経済を

活性化させ、産業基盤の整備につながります。

柱Ⅰ-（３）-１では、業務委託や官民連携の取り組みの促進がありま

すが、多様な主体が地域課題を共有し、持続可能なまちづくりに取り

組むことは、住み続けられるまちづくりを目指す目標につながりま

す。

柱Ⅰ-（３）-１では、民間活力を活用する取り組みがありますが、多

様な主体との協力関係を築き目標の達成を目指す取り組みと同様の

内容となっています。
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柱Ⅱ 住民ニーズに対応した行政サービスの提供

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（１）－１

効率的な窓口サ

ービスの提供と

利便性の向上

柱Ⅱ-（１）-１における窓口のデジタル化の構築や拡充を検討する取

り組みは、新たなイノベーションを創出し、産業・技術革新の整備に

つながります。

柱Ⅱ-（１）-１では、利便性が高く、効率的な窓口サービスの提供を

目指す取り組みがありますが、多様な手段を用いて窓口改革に取り

組むことは、誰一人取り残さない住み続けられるまちづくりを目指

す目標につながります。

（２）－１

ホームページ・Ｓ

ＮＳ等を通じた

各種手続き・助成

などの情報掲載

柱Ⅱ-（２）-１では、迅速かつ効果的な情報発信に努める取り組みが

ありますが、時代に即したデジタルツールの活用検討を進めること

は、産業・技術革新の整備につながります。

柱Ⅱ-（２）-１における多様な手段を用いた情報発信の取り組みは、

誰一人取り残さない住み続けられるまちづくりを目指す目標につな

がります。
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柱Ⅲ 持続可能な行財政運営の推進

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（１）－１

新規財源の開拓

や基金等の管理

運用、適正な債権

管理を通じた自

主財源の確保

柱Ⅲ-（１）-１における自主財源を確保する取り組みは、地域経済の

活性化や雇用創出等といった地域課題の解決に寄与し、目標の達成

を目指す取り組みと同様の内容となっています。

柱Ⅲ-（１）-１では、自主財源を確保する取り組みがありますが、計

画的な財政運営に取り組むことは、住み続けられる持続可能なまち

づくりを目指す目標につながります。

（１）－２

財政計画の策定

による地方債運

用の適正化、公営

企業・第三セクタ

ー等の経営健全

化

柱Ⅲ-（１）-３における公営企業（上下水道事業）の経営健全化に向

けた取り組みは、すべての住民が安全で清潔な水の恵みを安心して

享受できる生活基盤の整備を目指す目標につながります。

柱Ⅲ-（１）-２における計画的な財政運営に向けた取り組みは、地域

経済の活性化や雇用創出等といった地域課題の解決に寄与し、目標

の達成を目指す取り組みと同様の内容となっています。

柱Ⅲ-（１）-２では、計画的な財政運営に向けた取り組みがあります

が、適正な財政運用に取り組むことは、住み続けられる持続可能なま

ちづくりを目指す目標につながります。

柱Ⅲ-（１）-３における公営企業（上下水道事業）の経営健全化に向

けた取り組みは、水源地の環境保全を通して水質を良好に保つ目標

につながります。

（２）－１

公共施設等の計

画的な管理によ

る費用負担の軽

減・平準化

柱Ⅲ-（２）-１では、公共施設等の計画的な管理に向けた取り組みが

ありますが、施設の集約化や長寿命化、脱炭素化を推進するととも

に、未活用施設の除却を行うことは、安価かつ効率的で信頼性の高い

持続可能なエネルギー源利用を目指す目標につながります。

柱Ⅲ-（２）-１では、公共施設等の計画的な管理に向けた取り組みが

ありますが、公有資産の計画的な管理運営に取り組むことは、安全か

つ安心して住み続けられる持続可能なまちづくりを目指す目標につ

ながります。

柱Ⅲ-（２）-１では、公共施設等の計画的な管理に向けた取り組みが

ありますが、多様な主体との協力関係を築き目標の達成を目指す取

り組みと同様の内容となっています。
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柱Ⅲ 持続可能な行財政運営の推進

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（２）－２

未利用地の解消

による費用負担

の軽減と自主財

源の確保

柱Ⅲ-（２）-２における未利用地の解消に向けた取り組みは、未利用

地の活用による地域経済の活性化や自主財源の確保し、目標の達成

を目指す取り組みと同様の内容となっています。

柱Ⅲ-（２）-２では、未利用地の解消に向けた取り組みがありますが、

未利用地の活用による地域経済の活性化や自主財源の確保に取り組

むことは、安全かつ安心して住み続けられる持続可能なまちづくり

を目指す目標につながります。

柱Ⅲ-（２）-２における未利用地の解消に向けた取り組みは、多様な

主体一人ひとりの意識や行動を見直し、環境負荷削減を目指す目標

につながります。

柱Ⅲ-（２）-２では、未利用地の解消に向けた取り組みがありますが、

自然生態系を保護しつつ適正な土地利用に取り組むことは、目標の

達成を目指す取り組みと同様の内容となっています。

（３）－１

ＤＸ等の取組推

進による事務処

理の標準化と効

率化

柱Ⅲ-（３）-１におけるＤＸ推進の取り組みは、みんなに質の高い教

育を目指す目標につながります。

柱Ⅲ-（３）-１におけるＤＸ推進の取り組みは、職員数の減少が見込

まれる中での住民福祉向上と職場環境の整備へとつながり、目標の

達成を目指す取り組みと同様の内容となっています。

柱Ⅲ-（３）-１では、ＤＸ推進の取り組みがありますが、業務におい

てデジタル技術を活用することは、新たなイノベーションを創出す

る目標につながります。

柱Ⅲ-（３）-１におけるＤＸ推進の取り組みは、事務処理の標準化と

効率化を図り、不公平・不平等のないまちづくりを目指す目標につな

がります。

柱Ⅲ-（３）-１では、ＤＸ推進の取り組みがありますが、人口減少社

会への対応と社会課題の解決を見据えてＤＸに取り組むことは、持

続可能なまちづくりを目指す目標につながります。

柱Ⅲ-（３）-１におけるＤＸ推進の取り組みは、ペーパーレス化を推

進し、持続可能な生産と消費の形態を確保する環境負荷削減を目指

す目標につながります。

柱Ⅲ-（３）-１におけるＤＸ推進の取り組みは、ペーパーレス化を推

進し、温室効果ガス削減のほか気候変動に備えた適応策を検討する

目標につながります。
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柱Ⅲ 持続可能な行財政運営の推進

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（３）－１

ＤＸ等の取組推

進による事務処

理の標準化と効

率化

柱Ⅲ-（３）-１におけるＤＸ推進の取り組みは、ペーパーレス化を推

進し、自然生態系を保護しつつ適正な土地利用を目指す目標につな

がります。

（３）－２

政策評価の実施

による既存事業

の評価と検証

柱Ⅲ-（３）-２では、既存事業の評価と検証を実施する取り組みがあ

りますが、時代に合った施策や事業の検討に取り組むことは、住み続

けられる持続可能なまちづくりを目指す目標につながります。
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柱Ⅳ 時代に即した行政組織体制の構築

基本方針

－取組項目番号

目標

Goal
該当理由

（実施計画における各取り組み項目とＳＤＧｓとのつながり）

（１）－１

人材の育成と職

員のモチベーシ

ョン向上への取

り組み

柱Ⅳ-（１）-１では、職員の人材育成とモチベーション向上への取り

組みがありますが、スキルアップやブラッシュアップできる職場環

境の整備に取り組むことは、みんなに質の高い教育を目指す目標に

つながります。

柱Ⅳ-（１）-１における職員の人材育成とモチベーション向上への取

り組みは、職場環境の改善や労働者の待遇改善し、目標の達成を目指

す取り組みと同様の内容となっています。

（１）－２

メンタルヘルス

向上への取り組

み

柱Ⅳ-（１）-２における町職員のメンタルヘルス向上への取り組みは、

自治体職員の健康維持を目指す目標につながります。

（１）－３

政策及び業務内

容に対応した組

織機構の見直し

柱Ⅳ-（１）-３では、より効率的な組織機構への見直しの取り組みが

ありますが、住民ニーズへの的確な対応ができる行政サービスの向

上に向けて自治体の果たし得る役割を明確化することは、住み続け

られる持続可能なまちづくりを目指す目標につながります。

（２）－１

内部リスク管理

に関する意識の

徹底

柱Ⅳ-（２）-１では、内部リスク管理に関する意識の徹底の取り組み

がありますが、リスク発生を未然に防ぐ意識の向上を図ることは、適

正に業務を執行し、平和で公正な社会の実現を目指す目標につなが

ります。

（２）－２

財務・情報・文書

取扱事務に関す

る内部チェック

機能の充実

柱Ⅳ-（２）-２では、財務・情報・文書取扱事務に関する内部チェッ

ク機能充実の取り組みがありますが、行政事務を適正に執行するこ

とは、平和で公正な社会の実現を目指す目標につながります。


